
（１） 必須業務の範囲

ＮＨＫの放送番組を放送の受信設備を設置しない者に対しても継続的かつ安定

的に提供するため、原則として全ての放送番組について、下記①及び②をＮＨＫの

必須業務とするとともに、ＮＨＫの放送番組の内容がその視聴の環境に適した形態

で提供されることに対する公衆の要望等を満たすため、放送番組の全部又は一部

について、下記③をＮＨＫの必須業務とする。

①同時配信を行うこと

②見逃し配信を行うこと

③番組関連情報※の配信を行うこと

※ 放送番組と密接な関連を有する情報であって、放送番組の編集上必要な資料によるもの

（２） 番組関連情報の配信

ＮＨＫが番組関連情報の配信を行う業務を自らの判断と責任において適正に遂

行するため、ＮＨＫに対して下記➀～③に適合する業務規程の策定、公表等を義

務付けるとともに、その実施状況を定期的に評価すること等を義務付ける。

➀公衆の要望を満たすもの

②公衆の生命又は身体の安全を確保するもの

③民間放送事業者等が行うネット配信等との公正な競争の確保に支障を生じないもの

（３） 受信契約

受信料の公平負担を確保するため、テレビ等の放送の受信設備を設置した者と

同等の受信環境にある者として、ＮＨＫが必須業務として行う放送番組等の配信の

受信を開始した者をＮＨＫとの受信契約の締結義務の対象とする。

１．ＮＨＫの放送番組等の配信に係る業務の必須業務化

２．民間放送事業者が行う放送の難視聴解消措置に対するＮＨＫの協力義務の強化

ＮＨＫによる放送全体の発展に貢献するプラットフォームとしての役割を果たす

観点から、ＮＨＫに対し、民間放送事業者から中継局の共同利用等の難視聴解消

措置についてＮＨＫとの協力に関する協議の求めがあった場合に当該協議に応じ

ることを義務付ける。

ＮＨＫの放送番組をテレビ等の放送の受信設備を設置しない者に対しても継続的

かつ安定的に提供するため、インターネットを通じて放送番組等の配信を行う

業務をＮＨＫの必須業務とするとともに、民間放送事業者が行う放送の難視聴解消

措置に対するＮＨＫの協力義務を強化する等の措置を講ずる。

放送法の一部を改正する法律（令和６年法律第36号）の概要


